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評価者 存廃判断 ＮＰＯ協働

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

児童及び公立・私立幼稚園児対象

子育てしている家庭が支援を受け、安心して子どもを育てている。

施策
意図

区内の乳幼児人口は減少傾向にあるが、私立幼稚園の入園数は近年横ばい傾向にあり、在
宅で子育てする母親の育児不安等を解消する必要がある。また、幼稚園児を持つ若い保護
者にとって、補助事業に対する期待は高い。児童手当事業についても、18年度対象児童が
小学3年から小学校修了前まで年齢拡大されたため、対象児童が約１万人増加した。

現状
と
課題

１：子育てに自信を持てない母親の割合（乳幼児健診時に実施するアンケートより算出）
２：育児について相談相手のいる割合（乳幼児健診時に実施するアンケートより算出）
３：安心して子育てできると思っている区民の割合（マーケティング調査）

成果
指標

平成17年度

9.80

21.30

91.50

92.10

62,661.29

47.20

47.20

122,269.17

5,771,105

平成18年度

9.60

17.30

91.70

88.20

76,638.08

47.50

47.20

143,209.30

7,613,441

6,759,479

平成19年度

9.30

92.10

47.70

7,506,995

区中心。施策の中心である児童手当事業や幼児教育など子育て環境の整備は、区の責務で
ある。一方、子育て広場事業や一時保育については、民間やＮＰＯの活用が可能である。

区の
関与度合

大きい。手当の支給や就園のための補助などにより、区民の子育てに対する経済的負担の
軽減や幼児教育の充実に貢献している。

区民ニーズ
への貢献

向上必要。児童手当事業による経済負担の軽減や、子育て広場、一時保育を計画的に拡充
していくことにより、在宅で子育てする母親の育児不安や孤独感を解消すべきである。

成果向上の
必要性

容易ではない。児童手当事業等の拡充により、子育ての経済的負担を軽減することはでき
るが、財政負担が大きいため、区単独では難しい。

成果向上の
容易性

拡充。子育て広場事業や一時保育の拡充により、在宅で子育てする母親の育児不安や孤独
感を解消していく必要がある。位

置
付
け
総
合
評
価

061712

事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 総合評価

子育てひろば事業 9,357

平成19年度

6

061701 私立幼稚園指導監督事務

11200000

4,622 5

061702

子育支援部 育成課

幼稚園就園奨励事務（私立幼稚園） 282,204 5

子育てする家庭への支援

061703 私立幼稚園等園児保護者負担軽減 952,911 5

061704 園児健康管理費助成（私立幼稚園） 25,030 5

061705 園外保育用バス借上費助成 10,695 5

061706 施設整備資金助成（私立幼稚園） 1,201 5

061708 幼稚園案内作成費助成 1,396 5

061709 緊急一時保育運営委託 3,110 5

061710 児童手当事業

施策評価表 所属

5,216,596 5

成果指標１

[ ]

成果指標２

[ ]

成果指標３

[ ]

[ ]

【総合評価】6=拡充/5=継続/4=改善/3=再構築/2=縮小/1=廃止・休止/0=今回評価なし

【No.017】



施策評価表 所属
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目
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事

業

子育支援部 育成課

0617施策

平成19年度 11200000

事業ｺｰﾄﾞ 名 称

子育てする家庭への支援

061713

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円)

訪問型保育委託

総合評価

450 5

061707 私立幼稚園教育研究会助成 850 4

061711 幼稚園管理運営 251,057 2

【総合評価】6=拡充/5=継続/4=改善/3=再構築/2=縮小/1=廃止・休止/0=今回評価なし



コスト分析表

年 度

施 策

所 属

期 間 ～

0617

平成17年度 平成19年度

子育支援部 育成課

子育てする家庭への支援

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

2,484,560

231,927

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

11200000

41,086

2,981,713

5,487,738

2,800

245,099

29.53

29.53

3,649

5,242

0

26,577

0

0

31,819

5,771,105

平成18年度

1,855,759

1,100,156

0

17,705

4,607,264

7,314,109

5,400

255,745

31.35

31.35

5,630

5,242

0

27,315

0

0

32,557

7,613,441

1,552,199

840,670

0

37,428

4,299,250

6,470,733

5,200

243,985

29.95

29.95

9,629

9,667

0

20,265

0

0

29,932

6,759,479

平成19年度

1,938,109

961,810

0

32,838

4,546,716

7,235,585

8,046

227,126

26.41

26.41

8,716

9,035

0

18,487

0

0

27,522

7,506,995

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)



●施策の達成状況

●構成事務事業の次年度方向性

　安心して子育てできると思っている区民の割合は、１８年度調査で４７％と半数に達して
いない状況である。また、子育てに自信を持てない母親の割合が、１７％と目標値より高い
状況であり、施策の達成度は高くない。更に、成果向上が必要である。

 子育て広場や一時保育を計画的に拡充していくことにより、在宅で子育てする母親の育児
不安や孤独感の解消を図る。

【達成度評価】

【次年度方向性の考え方】

施策名 子育てする家庭への支援
担当課： 育成課


